





The difference of living conditions and the health management problems between preschool 
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A Study on Quality Assurance of Medical Interpreters
, e
日本では，外国人労働者の受け入れに関連する
政策や訪日外国人の増加によって，日本国内で医療機関を
受診する外国人が増えている．その結果，言語的な問題に
加えて，社会文化的背景の理解不足に起因する問題が，医
療機関と外国人患者とその家族との間で生じている．医療
専門職と外国人患者とのコミュニケーションをつなぐ専門
職として医療通訳者が期待されている．当然ながら，医療
通訳者には一定の能力や技術が求められるが，派遣登録団
体で，統一的な採用・研修活動が行われているかについて
は不明である．
　そこで，本研究では，日本の医療通訳における質保証の
実態とその課題について明らかにすることを目的とした．
本章では，日本の医療通訳に関する取り組みの背
景と医療通訳派遣実施団体の概要についてまとめた．また，
一般財団法人日本医療教育財団が実施した医療機関におけ
る外国人患者受入環境整備事業についてまとめた．カリ
キュラム基準が示され，今後医療通訳養成団体での活用が
期待された．また，医療通訳研究に関する体系的文献レ
ビューを行った．抽出された68本の論文を分析した結果，全
国規模の調査が少なく，医療通訳派遣実施団体等を対象と
した研究があまりなかった．課題として，言語と医療通訳
の普及や啓発が指摘されており，その対処法として，医療
通訳者の増員と質向上が求められていた．
本章では，医療通訳者の採用・登録に関する基礎
的検討を目的として，医療通訳者派遣実施団体を対象とし
て，アンケートとヒヤリングを行った．その結果，研修受
講を必須としない団体，語学レベルを採用条件としないな
ど，団体間で採用登録基準が異なっていた．雇用条件では，
平日昼間の活動を条件とする団体があることや，団体間で
報酬制度に違いがみられた．また，医療通訳者の質に対す
る考えを明らかにするために行ったヒヤリングでは，医療
通訳者の質を測る際は言語別で考える必要があることがわ
かった．言語ごとに通訳者数に偏りがあることや，希少言
語については外国籍の通訳者が多いことがわかった．
本章では，医療通訳派遣実施団体を対象に特に言
語別採用基準の差異や派遣運用制度を中心にアンケートと
インタビューを行った．その結果，言語による採用登録基
準に違いを設けるべきではないと考えながらも，話者の少
なさから，他の言語とは異なる基準で採用・登録を行う現
状が明らかとなった．また，質保証のために研修会や勉強
会を実施したいと考えながらも，求める頻度や内容で実施
できていない団体がみられた．一般財団法人日本医療教育
財団が作成した医療通訳育成カリキュラム基準と厚生労働
省の質保証の方針と，医療通訳の実際の現場との間に乖離
が生じている可能性を指摘した．
本章では，医療通訳派遣実施団体におけるイン
ターンシップ経験から，団体の医療通訳派遣事業への取り
組みと抱える課題について検証した．その結果，特に，安
定した団体運営費の確保と医療通訳場面での 導入が課
題であることを指摘した．遠隔医療通訳技術については，関
係者の負担軽減やサービスの向上が期待できる．しかし，導
入にあたって医療機関側の問題も明らかとなり，今後の普
及に向けて広報と啓発が重要であることを指摘した．
本章では，全体のまとめと考察を行った．日本全
国で医療通訳派遣実施団体が活動しているが，それぞれの
団体で採用・登録について工夫した取り組みがなされてい
た．一方で，言語別で採用登録基準が異なることや対応で
きる言語の数も限られている団体が多いことが明らかと
なった．今後は，一般財団法人日本医療教育財団が示した
育成カリキュラム基準の活用と養成へ向けた全国展開が期
待される．一方で，希少言語通訳者の採用を各地域で行う
ことは現実的でない．今後は，希少言語話者の通訳者登録
の推進とそのための日本語教育支援，医療従事者が外国人
に分かりやすい日本語を使うなどの配慮が求められる．ま
た， を活用したテレビ電話システムの導入や団体間の
ネットワーク構築を課題として指摘した．併せて，医療通
訳者の確保と質の保証のために安定財源の確立が求められ，
費用負担の在り方については今後も継続した議論が求めら
れる．
